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1. 両立支援 育児関係の新しい給付金 

令和 7 年 4 月、雇用保険制度に育児関係の新しい給付金が創設されます。「出生後休業支援給付金」と「育児時短就業

給付金」です。本稿では、この二つの給付金について概要をお伝えします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚生労働省「令和６年雇用保険制度改正（令和７年４月１日施行分）について」より 

 

 

１．出生後休業支援給付金 

子どもが生まれた直後の一定期間に、夫婦がそれぞ

れ14日以上の育児休業を取ると、最大28日間、出生

後休業支援給付金が支給されます。「一定期間」と

は、父親は子の出生後8週間以内、母親は産後休業後 

 

 

8週間以内です。 

給付金の額は、休業開始前賃金の13％相当です。

従来の育児休業給付金または出生時育児休業給付金

（休業開始前賃金の67％）に上乗せされ、給付率は

計80％となります。 

 

 

育児休業給付金、出生時育児休業給付金、出生後休

業支援給付金はいずれも非課税です。 

さらに育児休業中は、健康保険・厚生年金の保険料

が免除され、勤務先から給与が支給されなければ雇用

保険料も発生しません。 

 

 

このため、給付率80％で、手取り10割相当の給付

となります。 

また、次の場合には、配偶者が育児休業を取らなく

ても、出生後休業支援給付金が支給されます。 
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   ※厚生労働省「2025 年 4 月から『出生後休業支援給付金』を創設します」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※厚生労働省「2025 年 4 月から『育児時短就業給付金』を創設します」より 

受給資格 

①２歳未満の子を養育するために時短勤務をする雇用保険の被保険者である 

②育児休業給付の対象となる育児休業から引き続いて時短勤務を開始した、または、 

時短勤務開始日前２年間に被保険者期間が 12 か月ある 

各月の支給要件 

①初日から末日まで続けて雇用保険の被保険者である月 

②1 週間あたりの所定労働時間を短縮して就業した期間がある月 

③初日から末日まで続けて、育児休業給付また介護休業給付を受給していない月 

④高年齢雇用継続給付の受給対象となっていない月 

 

2．育児時短就業給付金 

2歳未満の子供を育てるために、時短勤務を行い収

入が減った場合に、それを補うのが育児時短就業給付

金です。性別に関係なく受け取ることができます。給

付率は、時短勤務中に支払われた賃金額の10％です。

ただし、時短勤務前の賃金額を超えないように、給付

率が調整されます。 

 育児時短就業給付金は、原則として時短勤務を始め 

 

 

た日の属する月から、時短勤務を終えた日の属する月

までの各月に支給されます。下図の「支給対象月の

例」では、4／1～4／30（支給対象月①）から3／1

～3／31（支給対象月⑫）まで12か月間、育児時短就

業給付金が支給されます。 

育児時短就業給付金は、下表「受給資格」①②の両方

を満たす人が対象です。そのうえで、下表「各月の支給

要件」①～④をすべて満たす月について支給されます。 

 

 

３．さいごに 

出生後休業支援給付金と育児時短就業給付金は、性

別にかかわらず、労働者が仕事と子育てを両立できる

よう、経済的に支援するのが目的です。どんな小さな

企業であっても、従業員が希望したら、給付金を受給

するための申請をハローワークに対して行わなければ 

 

 

なりません。 

 どちらの給付金もしくみが複雑なので、厚生労働省

のウェブサイトで詳細を理解しておくとよいでしょ

う。弊所でも相談に乗っていますので、気軽にお声が

けください。 
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「オフボーディング」という言葉をご存じでしょうか。職場で新しい従業員を迎え入れることがオンボーディング、長期

休業や退職する同僚を送り出すことがオフボーディングです。どちらも、職場で適切な対応が求められますが、期待感のあ

るオンボーディングと比べ、オフボーディングは、関係者が後ろ向きになりやすい傾向があるようです。本稿では、パーソ

ル総合研究所が実施した「オフボーディング（欠員発生時の組織的取組）に関する定量調査」の結果をお伝えします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
※パーソル総合研究所「オフボーディング （欠員発生時の組織的取組） に関する定量調査」より抜粋 

 

Q & A 
記事の中でちょっと気になる豆知識をご案内。今回は、１ページ目の「育児関係の新しい給付金」に関連

する豆知識をお伝えします。 

 

 

 
      

Q． 
2025 年 4 月 1 日以前より育児時短就業を開始している方は、新たに創設された育児

時短就業給付金の給付対象となるのでしょうか。 

A． 

2025 年 4 月 1 日を時短就業開始とみなし、要件を満たせば給付対象になります。 

ただし、支給対象月に支払われた賃金額が、2025 年４月１日を起点として算定され

た育児時短就業開始時賃金月額より低下していない支給対象月は、不支給となります。 
 

2. 職場改善 オフボーディングが与える職場への影響 

欠員発生後のリスク・トラブル（上位 5 項目）※複数回答可 
 

１位：他にも退職する人がいそうだ（40.0％） 

２位：必要な情報や資料が見当たらなかった（33.7％） 

３位：チームから離れた前任者が以前引き受けた業務が引き継がれていなかった（32.8％） 

４位：前任者にしかできない業務が残っていた（27.1％） 

５位：顧客や他部署からのクレームが増えた（13.6％） 

 

１．欠員発生の実態 

調査は令和6年2月にインターネットで実施。従業員

10人以上の組織の正社員37,244人にスクリーニング

調査を行い、①半年以内に退職または中長期休業を取

った人（前任）、②半年以内に同僚が退職または中長

期休業を取り、業務を受け継いだ人（後任）、③半年

以内に部下が退職または中長期休業を取った人（上

司）を、それぞれ1,350人抽出しました。 

調査結果によると、退職や中長期休業取得の際、上 

 

 

司にその意思を伝える時期は、平均で4.6か月前。直

前から1か月位前に伝える割合は26.2%にのぼり、お

よそ4人に1人は、組織にとって「サプライズともい

える欠員発生」となりがちなこともわかりました。欠

員補充の状況については、77.0％の組織が「補充な

し」と回答しています。 

また、欠員発生後のリスク・トラブルについて、上

位５項目は次の通りの結果となっています。 

 

 

2．影響を最小限にするために 

 急な欠員の発生や補充のない状況、さらにはそこか

ら生じるリスクやトラブルが、オフボーディングを

「ネガティブな出来事」と捉えさせる一因になってい

ると考えられます。 

同研究所が「欠員が発生した際の個別の対応だけで

なく、日常的な組織文化の見直しも重要」と提言して

いるように、職場への影響を最小限に抑えるために

は、日頃の取り組みが欠かせません。 

例えば、業務の属人化を解消し、多能工化を進める

ことで、急な欠員にも対応しやすくなり、業務の安定

化を図ることができます。また、普段から円滑なコミ

ュニケーションを心がけ、従業員が気軽に相談できる 

 

 

環境を整えておくことも重要です。こうした取り組み

によって、突然の退職や長期休業といった「サプライ

ズともいえる欠員発生」を未然に防ぐことにつながる

かもしれません。 

 

３．さいごに 

退職や長期休業が発生しても、適切に対応できる職

場づくりを進めることが、働きやすい環境の整備につ

ながるでしょう。そのためには、日頃から職場の仕組

みやコミュニケーションの在り方を見直し、誰もが安

心して働ける環境を整えることが大切です。円滑なオ

フボーディングを実現することが、結果的に組織の成

長にもつながるのではないでしょうか。 
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3. 提  供 『経営に役立つリポート』を無料でご提供いたします！ 

弊所がお届けするリポートは、経営に役立つ情報が満載です！ 

ビジネスにおける経営戦略、企画・営業、広報、人事管理などのマネジメントに 

関連する情報から、法改正やデジタル化の進展といったビジネストレンドに関する 

情報まで、多岐にわたる内容を取り揃えております。 

以下のリポートの中からご興味のあるテーマがございましたら、弊所あてに 

お気軽にご連絡ください。ご希望のリポートを“無料”にてお届けいたします！ 

今月の経営に役立つリポート 

 

リポート番号 タイトル 内容 

＃50041 

（全 6 ページ） 

マタハラ回避。 

育児休業中の社員に仕事を頼む際のルール 

・「育児休業中は、仕事はしない」が原則だけど…… 

・社員と合意し、あくまでも臨時のものとして指示をする 

・就業日数や賃金によって雇用保険給付の額が変わる 

・「出生時育児休業」は扱いが異なる 

＃50042 

（全 9 ページ） 

【外国人雇用】留学生を募集できる5 つのルートと 

雇用に関するトラブル防止のポイント 

・初めての外国人雇用、まずは留学生から当たってみよう 

・留学生を募集するための 5 つのルート 

・言語の違いや在留資格などに注意する 

・留学生採用の現状 

＃50043 

（全 13 ページ） 

【2025 年版】DX 戦略の現在地。 

他社はどこまで進んでいる？ 

～経営者 200 人アンケート 

・2025 年を御社の DX 元年に！ 

・DX の現在地。他社はどこまで進んでいる？ 

・総括：各社の DX の現在地は？ 

・（参考）DX に関する助成金制度や認定機関の紹介 

＃50044 

（全 9 ページ） 

【業務効率化】PERT 図を作成して 

プロジェクトの状況を「見える化」しよう 

・PERT を使えばプロジェクトの滞留を予防できます！ 

・PERT 図の作成方法 

・PERT を機能させる３つのポイント 

・とにかく「クリティカルパス」をケアする       等 

＃50045 

（全 8 ページ） 

【業務効率化】総務省統一ルールから学ぶ 

Excel データ入力の作法 

・ご存じですか？ 総務省が示したデータ入力の統一ルール 

・データ入力の作法として押さえておきたい 8 つのポイント 

・機械的に読み取れるようにデータを整えるのが大切 

 

お気軽にご用命ください 
TEL ＞＞＞ 022-343-7527 
FAX ＞＞＞ 022-343-7528 

 

貴社名  ご担当者様 
部署・所属 

所在地 〒 

E-mail  Tel  

ご希望のリポート番号  

※ご記入いただきました個人情報は、リポートのご案内およびお届けすることを目的とし、それ以外では利用いたしません。 

 

 
 

お困りのことがございましたらお気軽に弊所までご相談ください。 


